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リスク研究の難しさ

理事 上 路 雅 子

最近の BSE や食品の

偽装表示を発端にし

て、国民は「食の安全

・安心」に大きな関心

を寄せています。これ

に関連し、リスクの評

価や管理、さらにリス

クコミュニケーション

の重要性が謳われ、研究分野においてもリスク

を的確に評価し、リスクを軽減する技術の開発

が求められております。来年度から始まる当所

の次期中期計画では、農業生産環境の安全性を

確保するため、「農業環境変動、外来生物、新

たな有害化学物質等に起因する農業環境のリス

クの評価手法及び管理技術の開発」に特化・重

点化することになっています。

リスクは、「人の健康」と「生態系」に対す

るリスク、さらに地球環境に対するリスクとに

分類されます。当所の研究は、間接的に人の健

康に影響を及ぼすようなリスクに係わる研究も

ありますが、多くは生態系を対象にするもので

す。しかし、生態系でのリスク評価においては、

生物現象や化学物質の特性などに加え、環境要

因、経済、文化条件などが複雑に絡み合ってい

ることから、リスクを軽減するための要素は決

して単純ではありません。

例えば、化学物質のリスク評価を行う場合の

難しさを整理したいと思います。化学物質によ

るリスクは、当該化学物質の「有害性」と生物

（生態系）が「曝露する量（時間の概念を含む）」

との積で示されます。後者の暴露量については、

大気、土壌、水、生物など環境媒体における化

学物質の濃度分布を明らかにする（実際には濃

度予測モデルを開発して暴露量を求める）こと

により評価できるため、より精緻で使いやすい

モデルの開発に向けた研究が進められていま

す。この暴露量評価は方法論が出来上がってお

り、今後は、精度の高いリスク評価の実施に向

けて、分析法の高度化を図りながら、濃度分布

の実態に関する詳細な情報を出来る限り多く蓄

積することが必要です。

一方で、化学物質の有害性評価については多

くの難しい要因があり、評価方法も未確立です。

まず、評価対象とすべき環境が、陸域生態系か

水域生態系かが問題になります。特に、土壌生

物（微生物やミミズなど）、昆虫、野生生物の

生息する陸域は媒体として不均一性が高いため

に影響の程度の把握が非常に困難です。また、

評価にあたって指標となる生物（相）及びエン

ドポイント（個体の生存・成長や個体群の絶滅

などが考えられる）を何にするのか、どの程度

の影響を問題にするのか、影響の大きさ、可逆

性、持続時間なども重要な視点です。さらに、

複数の要因（複数の化学物質や複数生物種の存

在など）がある場合に、「生態系に与えるリス

ク」をどのように捉え評価すべきかなど、リス

クの評価方法そのものについて検討する段階に

あります。

化学物質に限らず、生態系に対するリスクを

評価する場合、そのリスク要因が負荷されるこ

とによって生じる影響のみを正確に認識するた

めには、通常の「健全な生態系」の機能や構造

を十分に明らかにしておくことが必須です。生

態系の機能と構造の解明は極めて厄介な課題で

すが。

リスクの軽減技術を開発する上で、その技術

の有効性は勿論のこと、経済的、社会的な観点

も忘れてはなりません。農業環境におけるリス

ク研究は緒に付いたばかりです。問題の解決は

決して容易でないと思いますが、これから、基

礎研究を着実に実施し、成果を積み重ねていく

ことが重要です。

巻 頭 言
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衛星搭載レーダで雲の影響を受けず精度良く

水稲作付地を検出する技術

地球環境部生態システム研究グループリモートセンシングユニット 石塚 直樹・大野 宏之

はじめに

日本では、毎年、約４万カ所の標本圃場を調

査することによって水稲作付面積が統計的に求め

られており、その算出には多大な労力を必要とし

ている。そのため、衛星画像を用いるリモートセ

ンシング技術で広域の水稲作付地を一度に把握

し、面積調査を省力化することが期待されている。

しかしながら、太陽の光を利用する光学セン

サを用いる従来の技術は、雲に遮られた地表面は

観測できないという欠点を持っているため、毎年、

確実に作付面積を求めることが難しい。そこで、

雲の影響を受けない合成開口レーダ（SAR）セン

サを搭載した衛星の画像を用いて高い精度で水稲

作付地を検出する技術を開発した。

合成開口レーダ（SAR）とは？

SAR はマイクロ波と呼ばれる電磁波を使った

レーダである。マイクロ波は、光より波長が長い

ため、雲を透過し、曇天や雨天でも地表面を観測

することができる。衛星から斜め下方にマイクロ

波を照射し、地表面にぶつかって散乱したものの

うち、衛星に戻ってきた強さ（後方散乱強度）を

測定し画像化する。

水稲作付地の検出

水面や平らな地面では、衛星から斜めに照射

されたマイクロ波が鏡面反射し、衛星に戻ってこ

ない（図１上）。これに対し、作付けされた水田

では、稲の生長に伴って後方散乱強度が増加する。

開発した技術では、田植期と生長期に撮影された

２枚の SAR 画像を比較し、田植期に鏡面反射を

して生長期に大きな後方散乱をする場所を作付地

として検出する（図1下）。この方法では、近年増

加しつつある雑草対策に水を張っておくが作付け

を行わない「調整水田」と呼ばれる水田を除外で

きる。

図1 2時期 SAR画像による水稲作付地の検出

上の２枚の写真から田植期に鏡面反射をし（暗い部

分）、生長期に大きな後方散乱を示す部分を水稲作付

地（赤い部分）とする。画像右下の黒い部分は、水を

張っておくが作付を行わない調整水田。 (佐賀平野)

研 究 ト ピ ッ ク ス
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地図データとの重ね合わせ

天候に左右されない SAR であるが、原理的制

約から傾斜地における誤検出が避けられない。そ

こで、水稲が作付けされる可能性がほとんどない

地域を示す地理情報システム（GIS）データを作

成し、SARにより検出した水稲作付地にこの GIS

データを重ね合わせることで誤検出を取り除き、

精度を向上させる（図2）。なお、日本全国にわた

って均質な GIS データを作成するために、「数値

地図25,000 (地図画像)」を活用する。

図2 GISデータによるマスキング処理

水田がない地域を示す GIS データを用いて SAR 画

像での誤検出を除外することにより精度を向上させ

る。

水稲作付面積の算出結果

2000年7月2日と2000年7月27日の2時期の SAR

画像（RADARSATデータ、Cバンド：波長約6 cm、

スタンダードモード：地上解像度12.5 m）を用

いて佐賀平野の26市町村の水稲作付面積を本技術

 

SAR 画像で検出された 

水稲作付地（赤い部分） 

水田がない地域を示す

GIS データ（黒い部分）

で算出し、現行の標本圃場調査（統計的手法）と

比較した。その結果、総面積比102.1％、平均二

乗誤差では 85 ha であり、現行の統計的手法と同

等の精度であった（図3）。2001年においても総面

積比101.5％、平均二乗誤差 54 haと精度が高く、

再現性が高いことが分かった。

図3 本技術と現行法の比較

SAR 画像・GIS データを用いる技術で求めた佐賀平
野の26市町村の水稲作付面積と、現行の標本圃場調査

（統計的手法）による面積との比較(2000年)。両手法

による面積が一致すると、◇が直線上に位置する。

おわりに

米は日本のみならずアジアの主食であり、その

生産量を把握することは重要である。本研究で開

発した水稲作付地検出技術は海外にも適用でき

る。単位面積あたりの収穫量に、本技術で求めた

正確な作付面積を掛け合わせることで、広域の水

稲生産量を求めることができる。

近々打ち上げが予定されている、日本の陸域観

測技術衛星（ALOS）には新しいタイプの SAR セ

ンサが搭載される。今後、これを利用した１時期

SAR 画像での作付地の検出技術の開発など、さ

らなる研究を行っていく予定である。
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環境 DNAで土壌くん蒸処理の微生物影響をみる

生物環境安全部微生物・小動物研究グループ微生物生態ユニット 星野(高田) 裕子

はじめに

近年、様々な環境汚染の生物に対する影響が

懸念されており、これらの評価が求められてい

る。環境中の生物のうち、微生物は物質循環な

ど生態系で基礎となる重要な役割を果たしてい

るが、土壌などに生息する微生物は、大部分が

従来の培養法では培養できず、環境影響を測る

上で手法上の問題があった。最近、培養という

作業を経ないで土壌から直接抽出した DNA(環
境 DNA)を用いて、土壌中の微生物を調べる方
法が注目を集めている。ここでは、病害虫防除

のための土壌くん蒸剤が防除対象以外の土壌微

生物に与える影響について、環境 DNA を用い
た手法で解析し、手法の有用性を検討した結果

を紹介する。

環境 DNAを用いた解析手法
対象とする土壌は、殺虫・殺菌剤のクロルピ

クリン、D-D（1,3-ジクロロプロペン）のいず
れかで土壌くん蒸処理を行った土壌とした。こ

れらの土壌くん蒸剤は、臭化メチルの廃止に伴

い、代替薬剤として使用増大が予想され、非標

的生物に及ぼす影響が懸念されている。ホウレ

ンソウ畑で年1回これらの薬剤による土壌くん

蒸処理を行い、2年間にわたり、土壌中の微生

物相の変化を細菌と糸状菌それぞれについて、

環境 DNA を用いた手法（PCR-DGGE 解析）で
追跡した。

土壌から直接抽出した DNA は、理論上、土
壌中に存在する全ての生物（細菌・糸状菌・小

動物・植物など）の遺伝子の混合物である。こ

こでは、細菌あるいは糸状菌のみの群集構造を

調べるため、特異的なプライマーを用いた PCR
によりそれぞれの生物の遺伝子を増幅した。こ

の PCR 産物には、さらに様々な種類の細菌あ
るいは糸状菌由来のものが含まれているので、

変性剤勾配ゲル電気泳動（DGGE）という手法
で分離した。この手法では、配列の違いにより

遺伝子が一つ一つのバンドとして分離され、微

生物の種類によりリボゾーム RNA 遺伝子配列
は異なるために、PCR-DGGE バンドパターン
から、微生物群集の多様性や、群集構造の変化

を検出することができる。

図1 土壌くん蒸処理による細菌16S rDNA DGGEパターンの変化

ホウレンソウ畑で農薬を1年に一度処理しており、2年目（2回目）の処理から
1ヶ月後の土壌を解析。特にクロルピクリン処理区では培養できない細菌が消失
し、培養可能な細菌が増えてくる。
（ ）内はデータベース上の最も近い配列との相同性（％）。
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また、このバンドの塩基配列を調べることで、

存在する微生物の分類群を推定することが可能

となる。例えば、細菌相についての解析では、

無処理土壌の DNA バンド（図１左）には、培
養できない未知の細菌と推定される細菌 DNA
のバンドが存在した。しかし、クロルピクリン

処理の土壌では、これらのバンドは消失し、新

たに出現・増大するバンド（図１右）の塩基配

列は培養可能な細菌の配列と一致した。このこ

とは、この手法によれば、従来の培養法では評

価できなかった培養困難な菌を含めて、薬剤処

理が及ぼす影響を解析できることを示してい

る。

図2 土壌くん蒸処理による細菌と糸状菌の

多様性変化

無処理( )、D-D 処理( )、クロルピクリン処理( )

各種薬剤の影響評価

PCR-DGGE 解析の結果、クロルピクリン処
理あるいは D-D 処理が、微生物群集構造に影
響を与えることが明らかになった。

まず、作物に病害を起こす細菌や糸状菌の防

除を目的としたクロルピクリン処理の影響を解

析した。DGGE パターンのバンドの濃さを数値
データに変換し、これからシャノンウィナーの

多様性指数を計算したところ、処理により土壌

微生物の多様性は大きく減少した(図２)。さら

に、バンドパターン由来の数値データを多変量

解析手法の多次元尺度解析することにより、群

集構造の変化を2次元上に表した(図３)。クロ

ルピクリン処理により群集構造は大幅に変動

し、この影響は、処理後１年を経過しても回復

しなかった。

一方、植物寄生性線虫の防除を目的とした

D-D 処理の影響は、クロルピクリン処理よりも
土壌微生物に及ぼす影響は少ない。しかし、D-D
処理後2年目に、糸状菌相において多様性が低

下し(図２)、また細菌相については無処理区に

はない細菌 DNA のバンドが増大した（図１）。
このように、D-D においても処理を繰り返すこ
とにより微生物相に影響が現れることが明らか

になった。

図3 クロルピクリン処理による細菌群集構造の変化

無処理( )、クロルピクリン処理( )

環境 DNA を用いた生物影響評価法の活用につ
いて

土壌から直接抽出した環境 DNA を用いる解
析法は、農業現場における土壌微生物相の変化

をとらえることができるので、化学物質や有機

物施用などが環境に及ぼす影響評価に利用でき

ると期待される。環境 DNA は理論上土壌中に
存在する全ての生物の遺伝子を含んでいるた

め、本解析法では、目的とする生物に応じてプ

ライマーを使い分けることにより、例えば細菌

や糸状菌など、同じ環境 DNA サンプルから個
別に解析できる。さらに、機能性遺伝子を対象

に解析することで、特定の機能を持つ群集の解

析にも応用できる。
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農薬生態毒性評価のための

コガタシマトビケラの室内人工飼育法

化学環境部有機化学物質研究グループ農薬動態評価ユニット 大津 和久・横山 淳史

はじめに

現在我が国の農薬登録制度においては、農薬

の水系(陸水)生態系への影響を評価するために

生態系の各段階を代表する魚類(高次消費者)、

ミジンコ(一次消費者)、藻類(生産者)の通称3

点セットによる急性毒性試験の実施が求められ

ている。しかし、陸水は河川から湖沼まで幅広

く、生息する生物種も多いため、実際の水系に

生息している生物種を試験対象に加え、より実

環境に近い影響評価を行うことが望ましい。そ

こで、新たな試験生物を選定し、飼育法を開発

した。

試験生物の選定

日本の陸水生態系は河川や用水路の流水域が

多いことが特徴的である。1次消費者を考えた

場合、流水域の生態系においては止水域を好む

ミジンコは少なく、水生昆虫が重要な役割を果

たしており、水生昆虫の中では、トビケラ、カ

ゲロウが優占することが多い。カゲロウにはラ

イフサイクルの中に亜成虫があるなど生態が複

雑で飼育が困難と考えられた。そこで、トビケ

ラ類を試験生物として選定することにした。ト

ビケラ類の中では、実際の農薬暴露可能性の高

い水田地域の河川、用水路に多く生息するコガ

タシマトビケラを試験生物として選定し、試験

生物化を試みることとし、その第一歩として室

内環境での飼育法を開発した。

コガタシマトビケラの特徴

コ ガ タ シ マ ト ビ ケ ラ ( Cheumatopsyche

brevilineata)は、日本全国の若干富栄養化し、河

床に礫が存在する河川中流域･水田用水路等に

広く生息している。幼虫はいも虫状で自らの吐

き出した糸で網を造り流下してくる藻類･有機

物を摂食している。成熟した5齢幼虫は水中で

繭(まゆ)を作り蛹(さなぎ)になる。羽化した成

虫は蛾に似ており、交尾後水中の石表面に卵塊

を産卵する。野外では一年に2-3世代繁殖し、

幼虫で越冬することが知られている(図1)。

図１ コガタシマトビケラのライフサイクル



- 8 -

室内人工飼育法の開発

コガタシマトビケラの室内環境での飼育法を

検討した結果、図2のような飼育系で飼育が可

能になり、現在最長6世代までの累代飼育に成

功している。

飼育系開発上あったいくつかの問題点は、以

下の様に解決した。第一に、幼虫は酸素不足に

弱いことがわかったため、マグネチックスター

ラーで攪拌(かくはん)して水流を作り、エアー

ポンプでの給気を組み合わせることとした。第

二に、当初飼育の困難だった1齢幼虫には餌と

して藻類(乾燥クロレラ粉末)を給餌し、水流を

弱くすることで生存率を高めることができた。

2齢以降は通常の魚用飼料を粉末にしたもので

飼育できた。第三に、羽化した成虫の逃亡を防

ぐため羽化専用の網ケージを開発し、飼育水槽

ごとケージへ移動することとした。第四に、羽

化成虫の交尾･産卵環境を検討し、産卵用に専

用の水槽を開発した。水槽内に水深8cm程度の

水を張り、中に産卵に適した石 (5cm程度の立

方体に加工した黒色岩石) を設置することで安

定的に交尾･産卵を行わせることができるよう

になった。

おわりに

日本の河川や用水路に生息する水生昆虫等が

水系生態系において魚等の餌として重要な役割

を果たしているにもかかわらず、それらの生物

に対して農薬等化学物質が与える影響について

はこれまで知見が少なかった。コガタシマトビ

ケラ幼虫を試験生物に用いることで、より正確

に農薬生態毒性を評価することが可能になると

期待される。

図２ コガタシマトビケラ室内飼育系
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ヨーロッパ地球科学連合2005（EGU2005）

地球環境部温室効果ガスチーム 秋山 博子

ヨ ー ロ ッ パ 地 球 科 学 連 合 （ European
Geosciences Union, EGU）は、2002年にヨーロ
ッパ地球物理学会（Councils of the European
Geophysical Society, EGS) とヨーロッパ地球科
学会 (European Union of Geosciences, EUG)
により設立された、地球科学、惑星科学を中心に

幅広い領域を網羅する学会です。このヨーロッパ

地球科学連合の第二回目の年会（EGU2005）が、
2005年4月24日から29日にかけて、オーストリア

・ウィーン郊外のオーストリアセンターにて開催

されました。この年会には、ヨーロッパを中心に

世界84カ国から約8,000人の研究者が参加し、口

頭発表約3,000報、ポスター発表約7,000報、テー

マ別セッション約400という大規模なものとなり

ました（参加人数等は EGU のウェブサイトより
引用）。同時にショートコース、シンポジウム、

テーマ別ワークショップなども開催されました。

農業環境技術研究所からは、温室効果ガスチー

ムの八木一行、西村誠一、筆者の3名が参加しま

した。私たちが主に参加した、生物地球科学

（Biogeoscience）関連のセッションは、発表数
約600報と、全体の中では比較的小さいセッショ

ンですが、2004年と比べて発表数が約50％増加し

たとのことで、大変活気が感じられました。この

うち、IGBP（地球圏-生物圏国際協同研究計画,
I n te rn at i o na l G e o sp he r e- B i os p he re

Programme） の コ ア プ ロ ジ ェ ク ト で あ る
iLEAPS （統合的陸域生態系-大気プロセス研究,
Interactions and Feedbacks between Land
Ecosystems and Atmospheric Processes) 関連

のセッションは、“iLEAPS day”として 4月28

日に開催され、M.O.Andreae 氏による iLEAPS
プロジェクト全体の概要説明のあと、iLEAPS 参
画プロジェクトの紹介や、含窒素ガス、ＣＯ２、

エアロゾルなどの土壌-大気間のフラックスにつ

いて招待講演がありました。その他にも生物地球

科学関連の多くのセッションが開かれ、生物的プ

ロセスが関与する微量ガスの発生、無機窒素化合

物の生物圏-大気圏間の交換－大気化学と気候強

制力への影響、ヨーロッパにおける C 収支研究
（CARBOEUROPE）、反応性微量ガスの生物圏-
大気圏間の交換、などの興味深いセッションに参

加することができました。温室効果ガスチームか

らは、転換畑からの N2O 発生（西村ら）、世界の
水田からの N2O 発生量の解析（秋山ら）の２件
の発表を行いました。夕方からのポスターセッシ

ョンにはワインも振舞われ、あちこちのポスター

の前でのディスカッションは大変盛り上がってい

ました。

幅広い分野の研究者が集まるこの年会に参加す

ることができたことは、大変刺激になりました。

なお、来年の年会 EGU2006は４月２日から７日
にかけて、今年と同じウイーンの会場にて開かれ

る予定だそうです。

European Geosciences Union（EGU）の詳細
については、下記ウェブサイトを参照ください。

http://www.copernicus.org/EGU/EGU.html

海 外 出 張 報 告
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海 外 出 張

氏 名 所 属 出 張 先 活 動 内 容 期 間

八木 一行 地球環境部 ロシア IPCCガイドライン第 7回執筆者会合に出席 H17. 7. 4～ H17. 7. 9

鳥谷 均 地球環境部 中国 メッシュ気象値の作成に関する相手国機関との詳細 H17. 7. 4～ H17. 7.10
な打ち合わせ

石郷岡 康史 地球環境部 中国 メッシュ気象データ作成に関する情報収集 H17. 7. 4～ H17. 7.10

長谷川 利拡 地球環境部 タイ 「農業水資源変動による食料生産への影響の解明と H17. 7. 5～ H17. 7. 9
予測手法の開発」に係る東北タイの天水田の生育・
収量データの収集と解析

中島 泰弘 化学環境部 韓国 「栄養塩類の流失に伴う温室効果ガスの間接発生実 H17. 7. 6～ H17. 7. 9
態の解明」に関する研究打ち合わせおよび調査

馬場 浩司 環境化学分析 イギリス ゴードン会議「モリブデン・タングステン酵素」に H17. 7.10～ H17. 7.16
センター 出席

小沼 明弘 生物環境安全部 オーストリア 第17回国際植物学会に出席 H17. 7.16～ H17. 7.23

杜 明遠 地球環境部 中国 「温帯高山草原生態系における生物気象環境の時 H17. 7.20～ H17. 8.11
間的空間的変動の解明」に関する調査研究

川島 茂人 地球環境部 中国 チベット高原を利用した温暖化の早期検出と早期予 H17. 7.21～ H17. 8.11
測に関する調査研究

米村 正一郎 地球環境部 中国 チベット高原を利用した温暖化の早期検出と早期予 H17. 7.21～ H17. 8.11
測に関する調査研究

殷 煕洙 環境化学分析 韓国 「農耕地へのダイオキシン類の蓄積実態の解明」に H17. 7.21～ H17. 7.23
センター 係る試料採集及び研究打合せ

長谷川 利拡 地球環境部 中国 「大気CO2の増加が農作物の高温ストレスに及ぼす H17. 7.22～ H17. 7.29
影響」に係る開花期、穂温、花器形態調査

吉田 重信 農業環境イン イギリス 第8回葉圏微生物国際シンポジウムに出席 H17. 7.23～ H17. 7.29
ベントリーセ
ンター

井上 吉雄 地球環境部 韓国 農業環境研究におけるリモートセンシング手法に関 H17. 7.24～ H17. 7.30
して、農業科学技術院、国際シンポジウムで講演

鳥谷 均 地球環境部 タイ 「農業水資源変動による食料生産への影響の解明と予 H17. 7.25～ H17. 7.30
測手法の開発」に関する研究打ち合わせとデータ収集

松本 直幸 生物環境安全部 アメリカ 2005日米菌学会合同大会に出席 H17. 7.30～ H17. 8. 6

岡本 勝男 地球環境部 中国 酸性物質発生量に関するGISデータの収集と調査 H17. 8. 3～ H17. 8. 9

新藤 純子 地球環境部 中国 詳細調査に関する打ち合わせ及び中国東北地方の酸 H17. 8. 3～ H17. 8.14
性物質の負荷と環境対策に関する資料の収集と現況
調査

池田 浩明 生物環境安全部 カナダ 第9回国際生態学会に出席 H17. 8. 6～ H17. 8.13

小沼 明弘 生物環境安全部 カナダ 第9回国際生態学会に出席 H17. 8. 7～ H17. 8.14

井上 吉雄 地球環境部 韓国 第5回国際作物学会議招待講演 H17. 8.10～ H17. 8.13

大倉 利明 農業環境イン ニュージーラ LULUCF部門目録審査専門家養成コース参加 H17. 8.16～ H17. 8.20
ベントリーセ ンド
ンター

研 究 ・ 技 術 協 力
（ Ｈ１７.7～ 9 ）
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氏 名 所 属 出 張 先 活 動 内 容 期 間

三輪 哲久 地球環境部 中国 第４回多重比較手法国際会議に出席 H17. 8.17～ H17. 8.20

藤井 義晴 生物環境安全部 オーストラリア 第４回世界アレロパシー会議に出席 H17. 8.20～ H17. 8.27

殷 煕洙 環境化学分析 カナダ 第25回ハロゲン化有機化合物並びに残留性有機汚染 H17. 8.20～ H17. 8.28
センター 物質に関する国際シンポジウムに出席

小原 裕三 化学環境部 カナダ 第25回ハロゲン化有機化合物並びに残留性有機汚染 H17. 8.21～ H17. 8.28
物質に関する国際シンポジウムに出席

上垣 隆一 化学環境部 カナダ 第25回ハロゲン化有機化合物並びに残留性有機汚染 H17. 8.21～ H17. 8.28
物質に関する国際シンポジウムに出席

間野 正美 地球環境部 アメリカ 観測機器の撤収、観測地点の現状復帰 H17. 8.22～ H17. 9. 2

小川 直人 化学環境部 フランス 第10回国際シュードモナス学会に出席 H17. 8.25～ H17. 9. 2

杜 明遠 地球環境部 中国 第12回アジアエコテクノロジーシンポジウムに出 H17. 8.27～ H17. 8.30
席

金 元植 地球環境部 タイ 広域水田モデルの構築のための熱帯水田観測データ H17. 9. 4～ H17. 9.10
の収集

井上 吉雄 地球環境部 ドイツ 「土地荒漠化の監視・評価のためのリモートセンシ H17. 9. 6～ H17. 9.11
ングおよび空間情報手法」に関する第1回国際シン
ポジウムに出席

佐藤 洋平 理事長 中国 2005年度国際かんがい排水委員会（ICID)北京会議 H17. 9.11～ H17. 9.14
に出席

村上 政治 化学環境部 中国 ファイトレメディエーションとエコシステムヘルス H17. 9. 9～ H17. 9.20
に関する国際シンポジウム及び第15回国際植物栄養
会議に出席

大谷 卓 化学環境部 中国 第15回国際植物栄養会議に出席 H17. 9.14～ H17. 9.20

杉山 恵 化学環境部 中国 第15回国際植物栄養会議に出席 H17. 9.14～ H17. 9.20

石川 覚 化学環境部 中国 第15回国際植物栄養会議に出席 H17. 9.14～ H17. 9.20

八木 一行 地球環境部 中国 環境省地球環境研究総合推進費課題S-2に関する調 H17. 9.19～ H17. 9.22
査研究

宮田 明 地球環境部 アメリカ 第7回国際二酸化炭素会議に出席 H17. 9.25～ H17.10. 2

横沢 正幸 地球環境部 アメリカ 第7回国際二酸化炭素会議に出席 H17. 9.25～ H17.10. 2

米村 正一郎 地球環境部 アメリカ 第7回国際二酸化炭素会議に出席 H17. 9.25～ H17.10. 2

山中 武彦 生物環境安全部 アメリカ 農業環境変動にともなうトンボ種個体群存続性の予 H17. 9.27～ H18. 9.25
測（ペンシルベニア州立大学）

依 頼 研 究 員

派 遣 元 滞在する研究室 課 題 名 期 間

広島県立農業技術セン 化学生態ユニット 水耕栽培養液中の天然生理活性物質の解析 H17.9. 1～ 17.11.30
ター

青森県農林総合研究セ 微生物生態ユニッ 土壌微生物の土壌消毒後の活性評価 H17.9.20～ 17.12.16
ンター フラワーセン ト
ター21あおもり
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技 術 講 習

派 遣 元 滞在する研究室 課 題 名 期 間

日本大学博士研究員 環境化学物質分析 底質中の有害有機化学物質の分析法 H17.7. 1～ H17.8.31
研究室

（株）エスコ 農薬動態評価ユニ 河川珪藻群の薬剤感受性検定方法および河川付着珪 H17.7. 4～ H17.7.15
ット 藻の分離培養方法、シマトビケラを用いた急性毒性

試験法およびシマトビケラの同定法

お茶の水女子大学 化学生態ユニット ムクナに含まれるL-DOPAの分析 H17.8. 1～ H18.1.31

東京農大大学院 化学生態ユニット ステビアに含まれる植物生長調節物質の分析と生長 H17.8. 1～ H18.3.31
促進効果の解明

東京大学 フラックス変動評 水田におけるフラックスの観測 H17.8. 1～ H17.8.12
価チーム

三重県科学技術振興セ 土壌分類研究室 粘土鉱物の分析および同定法 H17.8. 8～ H17.8.12
ンター

福島工業高等専門学校 土壌微生物利用ユ 微生物遺伝子の取り扱いの基礎 H17.8. 8～ H17.8.19
ニット

福島工業高等専門学校 化学生態ユニット 外来の園芸植物・工芸作物のアレロパシーの探索と H17.8.15～ H17.9.2
分析

福島工業高等専門学校 土壌化学ユニット 土壌中の環境負荷物質の動態 H17.8.22～ H17.9.2

福島工業高等専門学校 リモートセンシン MODISデータを利用した広域農業環境把握 H17.9.20～ H17.9.30
グユニット

その他の研究・研修

派 遣 元 滞在する研究室 課 題 名 期 間

ポーランド ワルシャ 化学生態ユニット DNAマイクロアレイを用いたソバ由来のアレロケミカ H17.8. 2～ H19.8.1
ワ農業大学 ルの研究

日本大学博士研究員 環境化学物質分析 残留性有機汚染物質（POPs）の高精度分析に基づく H17.9. 1～ H19.8.31
研究室 日韓農業環境における実態比較

イギリス ロザムステ 農薬影響軽減ユニ 日本におけるQoI剤耐性うどんこ病菌の分子生物学的 H17.9.14～ H19.9.13
ッド研究所 ット スクリーニング方法の開発

ラオス国立農林業研究 環境計測ユニット 移動耕作生態系管理手法の改善に関わる社会経済的 H17.7. 8～ H17.11.7
所 ・文化的受容性に関する研究

タイ エネルギと環境 温室効果ガスチー アジア諸国の農耕地におけるCH４、N２O発生量のモデリ H17.8. 1～ H18.3.31
に関する連携大学院大 ム ング
学

韓国農業科学技術院 環境化学物質分析 「残留性有機化学物質への暴露およびリスク評価」 H17.8. 6～ H18.2.4
研究室 に関する共同研究

バングラデシュ農業大 フラックス変動評 二国間交流事業・共同研究「ベンガル低地の水田に H17.8.22～ H17.11.9
学 価チーム おけるフラックス総合観測」

バングラデシュ農業大 フラックス変動評 アジア地域の水田の炭素循環に関する研究 H17.8.28～ H17.8.30
学 価チーム

岐阜大学流域圏環境科 気候資源ユニット 東アジア冷温帯林生態系における土壌呼吸量の年変 H17.7. 1～ H18.3.31
学センター 動とモデル解析
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TXテクノロジー・ショーケース
ツクバ・イン・アキバ2005に出展

企画調整部 研究企画科

9月21～22日、つくばサイエンス・アカデミ

ーが主催し、農環研が共催した「TX テクノロ

ジー・ショーケース」が、秋葉原コンベンショ

ンホールで開催された。これは、例年、「つく

ばテクノロジー・ショーケース」として、つく

ば市内で開かれている研究成果の展示・発表会

を、つくばエクスプレス開通を記念した特別企

画として、東京で開催したものである。

つくば市内の研究機関から63件の研究成果が

ポスター展示されるとともに、それぞれの1分

間の口頭発表が、両日で5回おこなわれた。農

環研からは、研究所の紹介と植生研究グループ

化学生態ユニットの「外来植物のリスク評価と

蔓延防止」研究を出展した（表紙写真）。また、

期間中、「機能性食品の開発」や「ナノテク」

など、4つの特集の発表会も会場内で開催され

た。

出席者は両日で1,750名に達し、出展者や発

表者の説明を熱心に聞き入るとともに、共同研

究や商品化の可能性などについて議論してい

た。

なお、外来植物の実物展示が好評だった化学

生態ユニットはベストポスター賞を受賞した。

つくばリサーチギャラリー夏休み特別公開

企画調整部 情報資料課

夏休み期間中に小・中学生を対象として、農

業研究への理解を深めてもらうため、「つくば

リサーチギャラリー夏休み特別公開」が、７月

30日（土）（9:30～16:00）に行われました。

農業・生物系特定産業技術研究機構（中央農

業総合研究センター、作物研究所、野菜茶業研

究所）のほか、農業環境技術研究所、農業工学

研究所、食品総合研究所などが参加して、リサ

ーチギャラリーの展示のほか、科学振興コーナ

ーや夏休み宿題コーナーなどのイベントが開催

されました。

農業環境技術研究所では、「昆虫の標本を作

ってみよう」（昆虫分類研究室及び昆虫研究グ

ループ）、「植物と植物の戦いをみてみよう」（植

生研究グループ）の各テーマで「夏休み宿題コ

ーナー」に参加し、子供たちのさまざまな疑問

に答えました。また、子供たちは、研究職員の

指導のもとに、自分で一生懸命作った昆虫の標

本を大事に持ち帰りました。

「夏休み宿題コーナー」は大盛況

所 内 ト ピ ッ ク ス



つくばちびっ子博士2005

企画調整部 情報資料課

つくば市と筑波研究学園都市交流協議会

の共催による「つくばちびっ子博士」事業

は今年で７回目を迎え、当所も参加した。

この事業は、夏休み期間を中心に全国の小

中学生を対象に、参加機関での研究を見学

や体験教室などで身近にふれることによっ

て科学に興味を持ってもらおうと企画され

ている。

農業環境技術研究所では、今年４月にオ

ープンしたインベントリー展示館の昆虫展

示室を会場とし、環境問題を身近に考えて

もらおうと、畑や田んぼに棲む昆虫を含む

多様な昆虫標本・研究成果や昆虫の進化や

体のつくりなどに関するパネルなどの展示

に加え、近郊の川から採集したフナやタナ

ゴなどの川魚の展示とペットボトルを利用

した川魚の仕掛けやメダカの飼育器の作り

方を学習してもらった。

９月第１週までに小中学生は44名、付添い

の父母等を含めると100名以上が来所した。

昆虫や魚が大好きなので昨年に引き続き来

訪したという小学生もおり、メダカの飼育

器をもらい喜んで帰る子供達の姿が印象に

残った。ぜひ身近な生物の飼育を通して環

境について考えて欲しいと考えている。

夏休み期間中元気に子供たちを迎えた川魚

子供たちの視線の先はペットボトルの手作り飼育器で飼育中のメダカ
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